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近年，大型ショッピングセンターの郊外進出やネット通販などの EC(electronic commerce)の普及に

より，駅周辺の商店街や百貨店が衰退または撤退し，にぎわいが減っている駅が多くなっている． 

駅周辺へ商業施設が存在することで，買物来訪者・従業者が増加するとともに，周辺市街地の魅力が

向上し，居住環境や行政サービスの向上など間接的な効果が波及することで，鉄道利用来訪者の増加，

居住者の増加増加につながると考えられる． 

本研究では，商業施設の立地に関する法令の変遷，商業施設の立地分析：駅周辺の商業施設の立地動向，

沿線居住者の買物目的等の流動分析：沿線の居住者が買物・食事娯楽目的でどの地域（駅）を利用してい

るかについて路線ごとに分析を行った． 

 

Key Words: Tokyo Metropolitan Area,mall, railway strategy, time-series-analysis, suburbs 
 

1． 背景・目的 

近年，大型ショッピングセンターの郊外進出やネット

通販などの EC(electronic commerce)の普及により，駅周

辺の商店街や百貨店が衰退または撤退し，にぎわいが減

っている駅が多くなっている． 

駅周辺へ商業施設が存在することで，買物来訪者・従

業者が増加するとともに，周辺市街地の魅力が向上し，

居住環境や行政サービスの向上など間接的な効果が波及

することで，鉄道利用来訪者の増加，居住者の増加増加

につながると考えられる． 

そのような背景の中，駅周辺の商業施設については，

規模・業態などの特性が様々であるため，路線・駅ごと

に駅周辺の商業施設の特性と鉄道利用者（買物・食事娯

楽目的）の関係を明らかにすることにより，将来の鉄道

利用増加の示唆を得ることを目的とした． 

 

2． 調査・分析の構成 

本稿においては，3 つの項目について調査・分析を行

った． 

(1) 商業施設の立地に関する法令の変遷 

(2) 商業施設の立地分析：駅周辺の商業施設の立地動

向（開店年次・業態・規模の違い） 

(3) 沿線居住者の買物目的等の流動分析：沿線の居住

者が買物・食事娯楽目的でどの地域（駅）を利用し

ているか 

 

3． 分析に用いたデータ 

分析に用いたデータは以下の通りである．  

・大規模小売店舗立地法 届出データ（平成 10年 6月

～平成 26年 9月時点）：経済産業省 

（※平成 10 年 6 月以前に開店している商業施設につ

いても，平成 10 年 6 月時点で届出がなされてい

る．） 

・平成 20 年東京都市圏パーソントリップ調査（平日

データ）：東京都市圏交通計画協議会 
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(1) 大規模小売店舗立地法 届出データの概要 

商業施設の立地動向，面積，業態等を把握するため，

大規模小売店舗立地法 届出データ（以下，「大店立地

法届出データ」という．）を使用した． 

大規模小売店舗とは，建物内の店舗面積の合計が

1,000m2 を超える店舗であり，飲食，サービスに関する

面積は含んでいない．届け出る内容は以下の通りである． 

 

① 店舗名称及び所在地 

② 設置者 

③ 小売業者 

④ 新設日（変更日） 

⑤ 店舗面積の合計 

⑥ 施設の配置に関する事項  

 駐車場の台数 

 駐輪場の台数 

 荷さばき施設の面積 

 廃棄物保管施設の容量 

⑦ 施設の運営に関する事項 

 開店時刻及び閉店時刻 

 駐車場利用可能時間帯 

 駐車場の出入口の数及び位置 

 荷さばきの時間帯 

 

本稿では，この大店立地法届出データから，以下のよ

うに 6業態に分類した．  

 

表 1 大店立地法で区分される業態 
業態区分 概  要 例 

百貨店 

原則として衣食住に関す

る各種商品を扱う小売業

を営み，主として対面販

売方式を採るもの． 

松屋銀座本店， 

小田急百貨店，マル

イ 

総合スーパー 

主としてセルフサービス

販売方式を採る小売業を

営むもの．衣料品や生活

用品なども扱う．スーパ

ーセンター，ディスカウ

ントストアを含む． 

ドン・キホーテ， 

西友， 

イトーヨーカドー 

食品スーパー 
セルフサービス販売方式

をとる小売業 

ライフ，マルエツ 

ピーコックストア 

ホームセンター 

DIY関連用品など住関連

用品を主として扱い，セ

ルフサービス販売方式を

採るもの． 

ケーヨーデイツー， 

島忠，ビバホーム 

専門店 

衣料，家具，家電，書

籍，医薬品など，主に特

定の領域，分野の商品の

販売にウエイトがあるも

の．主として単品（関連

商品を含む），ないしは

特定分野の商品を扱う小

売業を営むもの．リサイ

クルショップを含む． 

 

ビックカメラ， 

東急ハンズ渋谷店， 

しまむら， 

ユニクロ， 

紀伊国屋書店 

業態区分 概  要 例 

寄合百貨店 

核店舗の全体に占めるウ

エイトが低く，複数業種

の多数の店舗から構成さ

れるもの．アウトレット

モールを含む． 

ラフォーレ原宿， 

ヒカリエ，アトレ， 

ルミネ 

ショッピングセ

ンター(SC) 

業態の異なる複数の小売

店舗が「核となる小売

店」を中心に集まり，こ

れらに加えて飲食・サー

ビス・アミューズメント

施設なども配置されてい

る商業施設． 

イオン，アリオ， 

ラゾーナ川崎， 

たまプラーザテラ

ス， 

ららぽーと 

 

(2) 平成 20 年東京都市圏パーソントリップ調査 

（平日データ）の概要 

買物・食事娯楽目的で移動する旅客の動向等，流動に

関する分析を行うため，平成 20 年東京都市圏パーソン

トリップ調査（以下，「H20PT 調査」という．）を使

用した． 

 

4． 商業施設の立地に関する法令の変遷 

百貨店等の大規模な小売店舗の出店規制は，法令の変

遷に合わせ，大きく分けて以下の 4つに分けられる． 

①1950年代から 1990年：百貨店法による大型小売店舗

の厳格な出店規制 

②1991年から 2000年：大店法改正による規制緩和の時

代（出店数の大幅増） 

③2000年から2006年：大店立地法施行による郊外型SC

出店加速 

④2006 年以降：改正都市計画法施行による郊外商業施

設の出店規制 

具体的な内容については，以下のフローに示す． 
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5． 商業施設の立地分析 

(1) 法令の変遷と立地の推移 

① 店舗数と店舗面積（業態別） 

前項で示した法令の変遷と，出店された商業施設の店

舗数と店舗面積について，業態別に整理した結果を図 1

に示す．1990 年までは店舗数・面積ともに大きな変化

は無いが，大店法が改正された 1991 年以降，規制緩和

により専門店の出店数が多くなり，SC の店舗面積が増

加している．  

 

図 1 法令の変遷と業態別出店店舗数と面積 

 

② 店舗面積（駅からの距離別） 

法令の変遷と出店された商業施設の店舗面積について，

駅からの距離別に整理した結果を図 2に示す．大店立地

法が改正された 1990 年以降，駅から 500m 以上離れた

郊外店舗の面積が増加している．また，改正都市計画法

が施行された 2007 年以降，郊外店舗の出店面積が減少

している． 

 

 

図 2 駅からの距離別出店店舗面積 

 

③ 店舗面積（規模別） 

法令の変遷と出店された商業施設の店舗面積について，

規模別に整理した結果を図 3 に示す．1990 年以降徐々

に 10,000m2 を超える店舗が増え，大店立地法が施行さ

れた 2000年以降はさらに加速している． 

 

図 3 店舗面積別出店店舗面積 

 

以上より，商業施設の出店は法規制の影響を強く受け

ることがわかる．今後は，改正都市計画法の影響により，

駅周辺の中心市街地へ商業施設立地が進むことが予想さ

れる． 

 

図 4 商業施設の立地状況（駅からの距離別） 
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(2) 立地の空間分布の現状 

大店立地法届出データを用いて，地図上に駅からの距

離別（～200m，200m～500m，500m～）に商業施設を

プロットしたものを図 4に示す．都心側では赤，黄とい

った色が多く駅周辺に商業施設が立地しており，郊外で

は青色が多く駅から距離が離れた位置に立地しているこ

とがわかる．なお，大店立地法届出データは，1,000m2

以上の店舗について，業態を区分し集計することができ

るが，1,000m2 未満の小規模店舗が集積した，例えば駅

前商店街などは届出がされていない点に留意する必要が

ある． 

 

(3) 駅別の集積状況 

徒歩圏内（駅から徒歩 5 分×80m/分=400m 以内）に

立地している店舗床面積を駅別に集計した結果を図 5に

示す．なお，商業床面積 50,000m2～100,000m2の駅を緑，

100,000m2 以上の駅を赤で示している．方面別，路線別

に駅周辺の集積状況を分析した結果を以下に示す． 

＜方面＞ 

・ 神奈川・多摩方面は，埼玉・千葉方面に比べ商

業床面積 50,000m2以上の駅が多い． 

・ 神奈川・多磨方面は，路線間で商業床面積に大

きな差は見られない． 

・ 埼玉・千葉方面は，JR 路線が他路線に比べ商業

床面積の大きい駅が多い傾向にある． 

＜路線＞ 

・ JR 中央線は商業床面積が大きい駅（赤）（吉祥

寺，立川，八王子）が多い．各環状路線との接

続駅で拠点性が高く，他地域からも集客してい

る可能性が考えられる． 

・ 小田急線および東急線は，自線内に商業床面積

が大きい駅が多い．両路線は，JR 線との乗換駅

以外に，新百合ヶ丘，二子玉川といった自路線

単独で商業床面積が大きい駅がある． 

・ 西武線・東武線は商業床面積が大きい駅が少な

い．両沿線の居住利用者は，都心部（概ね山手

線内側駅）や他路線の郊外部といった商業床面

積が大きい駅を利用していると考えられる． 

・ 東京メトロ線は都心部を除き，豊洲駅のみ商業

床面積が大きい結果となった．都心に近い路線

であるため，都心部に依存していると考えられ

る． 

 

図 5 商業集積の状況（駅から 400m以内） 
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6． 沿線居住者の買物目的等の流動分析 

平成 20 年 PT 調査のデータをもとに，買物・食事娯

楽目的のトリップについての分析を行った．  

(1) 東京都市圏における目的別のトリップ 

図 6 に H20PT 調査における目的別のトリップ数内訳

を示す．1 日あたりの全トリップ数 8,489 万に対し，買

物目的のトリップ数は861万，食事娯楽目的のトリップ

数は 418万となり，全体の約15％である． 

 

図 6 全手段目的別トリップ数（H20PT調査） 

 

図 7に移動手段を鉄道に限定した場合の目的別トリッ

プ数内訳を示す．1 日あたりの全トリップ数 2,498 万に

対し，買物目的のトリップ数は116万，食事娯楽目的の

トリップ数は 85万となり，全体の約 8％である． 

 

図 7 鉄道利用目的別トリップ数（H20PT調査） 

 

図 8に買物・食事娯楽目的トリップの利用交通手段別

トリップ数を示す．鉄道・バス・自動車・二輪車（バイ

ク・原付）で600万トリップと，約半数となっている．

そのうち鉄道（新交通，モノレール含む）で201万トリ

ップとなっており，全トリップの中で，約 16％は鉄道

を利用して買物・食事娯楽目的で移動していることがわ

かる． 

 

図 8 交通手段別トリップ数（買物・食事娯楽目的） 

 

本稿では，表 2に示す路線を分析対象とした．なお，

対象路線について都心から 20㎞までを「都心」，20㎞

～50㎞を「郊外」としている． 

表 2 分析対象路線と都心と郊外の分類 

路線名 都心区間 郊外区間 

JR東海道線 東京～川崎 鶴見～平塚 

JR中央線 
東京 

～武蔵境 

東小金井 

～高尾 

東京メトロ東西線 
高田馬場 

～茅場町 

門前仲町 

～西船橋 

東急東横線・MM線 渋谷～綱島 
大倉山 

～元町中華街 

東急田園都市線 渋谷～宮崎台 
宮前平 

～中央林間 

小田急小田原線 
新宿 

～向ヶ丘遊園 

生田 

～愛甲石田 

西武池袋線 
池袋 

～大泉学園 
保谷～吾野 

西武新宿線 新宿～田無 
花小金井 

～本川越 

東武伊勢崎線 浅草～新田 蒲生～鷲宮 

東武東上線 池袋～和光市 朝霞～坂戸 

 

(2) 沿線居住者の買物・娯楽目的地の分析 

各路線の沿線居住者が，どの地域にどの交通手段を利

用して買物・食事娯楽目的で移動しているか分析した． 

郊外駅は都心から 20～50km圏（東京メトロ路線につ

いては，山手線より外側）の駅とし，独自に設定した駅

勢圏をもとに，以下の視点で分析を行った． 

① 分析の方法 

【沿線居住者（自宅発）の買物・食事娯楽目的地（4 交

通手段）】 

沿線郊外の居住者を対象とし，4 手段（鉄道，バス，

自動車，二輪車）について，自宅からどの沿線に行くか

を分析（自宅発の買い物トリップのみ集計） 

1,622

537

3,402

861

418

112

192

455

224

130

191

77

16

171

82

勤務先へ（帰社を含む）

通学先へ（帰校を含む）

自宅へ

買物へ

食事・社交・娯楽へ

観光・行楽・レジャーへ

通院

その他の私用へ

送迎

販売・配達・仕入・購入先へ

打合せ・会議・集金・往診へ

作業・修理へ

農林漁業作業へ

その他の業務へ

不明

万trip/day

N=1,801,258

785

166

1,026

116

85

27

30

82

11

15

84

10

0

45

16

勤務先へ（帰社を含む）

通学先へ（帰校を含む）

自宅へ

買物へ

食事・社交・娯楽へ

観光・行楽・レジャーへ

通院

その他の私用へ

送迎

販売・配達・仕入・購入先へ

打合せ・会議・集金・往診へ

作業・修理へ

農林漁業作業へ

その他の業務へ

不明

万trip/day

N=523,664

16%

3%

30%

18%

32%

0%

1%

鉄道・新交通・モノレール

路線バス・都電

自動車・二輪車

自転車

徒歩

航空・船舶・その他

不明

万trip/day

N=199,839

201 

8％ 

15％ 

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 6 

 

 

図 9 沿線居住者の買物・娯楽目的地の分析方法 

 

② 分析の結果 

分析対象路線の中から，JR 中央線，東京メトロ東西

線，西武新宿線を例にとって分析結果を示す．  

a) JR中央線 

【分析結果】 

・ 4交通手段の郊外部 20㎞～50㎞の割合が高く，そ

のうち鉄道利用も高い 

・ 鉄道利用において，都心（～20 ㎞）と郊外（20 ㎞

～50㎞）に大きな差がない 

・ 京王本線方面への移動がやや高い 

・ 10 路線平均と比較し鉄道利用割合が高い．20 ㎞以

内の買物目的鉄道利用者の割合が高いことが影響

していると考えられる 

 

 

図 10  JR中央線沿線居住者（自宅発）の 

買物・食事娯楽目的地 

※環状①：（山手線）～（武蔵野線・南武線） 

環状②：（武蔵野線・南武線）～（横浜線，八高線，川越線，野田線） 

環状③：（横浜線，八高線，川越線，野田線）以遠 

※右側の円グラフの内側は今回対象とした 10 路線平均，外側は自路線の 4 交通手

段の割合を示す 

※以下のグラフにおいても同様とする 

 

 

 

b) 東京メトロ東西線 

【分析結果】 

・ 鉄道利用者の割合が 10 路線平均と比較し高い．

（東西線の特徴として，都心から 20km以内に路線

が存在している影響と想定される．） 

・ 自路線，自路線以外において山手線内側の商業拠

点駅の割合が高い． 

・ 自路線山手線外側では自動車の割合が高い． 

 

 

図 11 東京メトロ東西線沿線居住者（自宅発）の 

買物・食事娯楽目的地 

 

c) 西武新宿線 

【分析結果】 

・ 鉄道利用者の割合がやや高いものの，ほぼ平均値

となっている 

・ バス利用者の割合が平均値より低い 

・ 鉄道利用者の買物・食事娯楽目的先として，ＪＲ

中央線，山手線内側の割合が高い 

 

 

図 12 西武新宿線沿線居住者（自宅発）の 

買物・食事娯楽目的地（分析①） 

 

d) 各路線間の比較 

各路線の買物・食事娯楽目的の交通手段別（鉄道・自

動車）の利用率を表 3に示す．路線ごとに周辺の道路環

境，商業施設の駐車場容量等の条件により，鉄道利用率

と自動車利用率は様々な値となっている．鉄道利用率が

高い路線は東京メトロ東西線，東急東横線・MM線とな

り，自動車利用利用率が高い路線は，東武伊勢崎線，東

武東上線，西武池袋線となった． 

 

表 3 各路線の交通手段比較（鉄道・自動車） 

路線名 

（区間） 

駅勢圏 

居住者 

（H27国調） 

鉄道 

利用率 

（％） 

自動車 

利用率 

（％） 

JR東海道線 

（鶴見～平塚） 
1,897千人 24.2 58.1 

JR中央線 

（東小金～高尾） 
1,139千人 27.6 58.1 
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路線名 

（区間） 

駅勢圏 

居住者 

（H27国調） 

鉄道 

利用率 

（％） 

自動車 

利用率 

（％） 

東京メトロ東西線 

（門前仲町～西船橋） 
945千人 36.6 46.9 

東急東横線・MM線 

（大倉山～元町中華街） 
551千人 38.4 34.9 

東急田園都市線 

（宮前平～中央林間） 
960千人 26.3 61.8 

小田急小田原線 

（生田～愛甲石田） 
1,289千人 21.5 67.6 

西武池袋線 

（保谷～吾野） 
1,018千人 20.0 71.6 

西武新宿線 

（花小金井～本川越） 
1,143千人 24.2 67.5 

東武伊勢崎線 

（蒲生～鷲宮） 
803千人 14.0 81.9 

東武東上線 

（朝霞～坂戸） 
981千人 17.4 76.9 

 

(3) 沿線居住者の目的駅の分析 

各路線の沿線居住者が，鉄道を利用してどの駅の商業

地区へ買物・食事娯楽目的で移動しているか分析した． 

① 分析の方法 

【沿線居住者が鉄道を利用した買物・食事娯楽目的駅】 

沿線郊外の居住者を対象とし，鉄道を利用し，降車し

た駅を集計．（自宅発だけでなく，通勤等の帰りに買物

目的で立ち寄った駅も集計） 

 

 

図 13 分析の方法 

② 分析の結果 

本稿においては，東急東横・みなとみらい線，小田急

小田原線，東武伊勢崎線を例にとって分析結果を示す．

また，各路線の比較結果も示すこととする． 

a) 東急東横・みなとみらい線 

【分析結果】 

・ 20 ㎞～50 ㎞の駅の商業施設を利用している割合が

高い．横浜の割合が高い． 

・ 沿線居住者が JR東海道線駅（東神奈川，川崎）に

降車する割合が高い． 

・ 20km 以遠の沿線居住者は横浜を選択しており，都

心の商業拠点駅を選択する割合が低い． 

・ その他の駅として，横浜周辺の駅（桜木町，関内

等）の割合が高く，横浜への来訪と合わせた行動

が想定される． 

 

図 14 東急東横・みなとみらい線沿線居住者が 

鉄道を利用した買物・食事娯楽目的駅 

 

b) 小田急小田原線 

【分析結果】 

・ 沿線郊外の町田駅・新百合ヶ丘駅などの依存度が

高く，都心を選択する割合が低いと考えられる． 

・ 沿線郊外の新百合ヶ丘駅と新宿駅の割合が同一と

なっている． 

・ 買物・食事娯楽の目的先として，自沿線内が選択

されていると考えられる． 

 

図 15 小田急小田原線沿線居住者が 

鉄道を利用した買物・食事娯楽目的駅 

 

c) 東武伊勢崎線 

【分析結果】 

・ 自沿線駅の選択割合が 50％，ＪＲ東北本線駅の選

択割合が 19％となっており，沿線居住者がＪＲ東

北本線の駅（大宮，浦和など）を選択しているこ

とがわかる 

・ 新越谷駅の選択割合が高い． 

 

 

図 16 東武伊勢崎線沿線居住者が 

鉄道を利用した買物・食事娯楽目的駅 

 

d) 各路線間の比較 

各路線の鉄道利用に限定した買物・食事娯楽目的トリ

ップ数とその自沿線駅の利用率を比較した結果を表 4に

示す．東武東上線は池袋および川越の割合が高く，自沿

線割合が高い．小田急小田原線は郊外割合が高く，都心

割合が低い結果となった． 
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表 4 自沿線駅の利用率（鉄道利用限定） 

路線名 

（区間） 

利用者数 

ﾄﾘｯﾌ゚ /日 

自沿線 

合計 

（％） 

うち 

都心駅 

（％） 

うち 

郊外駅 

（％） 

JR東海道線 106千 63 13 50 

JR中央線 68千 66 24 42 

東京メトロ東西線 59千 38 8 30 

東急東横線・MM線 40千 53 7 46 

東急田園都市線 60千 47 15 32 

小田急小田原線 73千 59 12 47 

西武池袋線 49千 55 27 28 

西武新宿線 59千 40 14 26 

東武伊勢崎線 31千 50 12 38 

東武東上線 39千 68 28 40 

 

7． まとめ 

商業施設に関する分析を行い，その立地が鉄道に与え

る効果と今後の可能性について，以下の点が明らかにな

った． 

① 大規模商業施設立地と，商業関連の法令については密

接な関係が見られた．2000年以降，郊外型の大規模商

業施設立地が増加したが，2007年以降の法改正により，

これからは駅周辺等，中心市街地の商業施設立地にシ

フトする可能性がある． 

② 商業集積が大きい駅が郊外にある路線では沿線郊外の

割合が高く，少ない場合は都心に依存する傾向が見ら

れた．ただし，地域ごとの道路環境等により，鉄道利

用率と自動車利用率に差異が生じている．また，並行

路線に商業拠点駅数が多い場合，その路線へ移動して

いる可能性が考えられる． 

商業施設の建設に関する事業スキームは事例にいく

つもあるが，どの事例も計画から竣工までに数十年要

している．新たに商業施設を立地する場合，現在から

数十年先になることが想定される．現状では駅周辺の

百貨店系の商業施設立地が商業拠点駅となる傾向がみ

られるものの，近年のネット通販，EC の普及からよ

り駅周辺の商業拠点駅ならではのものを検討する必要

がある． 

 

（注） 

 運輸総合研究所では，森地茂政策研究大学院大学政策

研究センター所長を座長とし，学識経験者，東京圏の大

手鉄道会社（JR 東日本，東急，東京メトロ，西武，小

田急，東武），国土交通省をメンバーとした研究会を設

置し，長期的な視点からの東京圏の鉄道事業のあり方に

関し調査研究を進めている．本稿はその一部について記

載している． 
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